
＜参考＞海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾（基地港湾）に関する法令上の規定 

 
 
港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）（抄） 
（海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾の指定） 
第二条の四 国土交通大臣は、海洋再生可能エネルギー発電設備（海洋再生可能エネルギー発電設備の

整備に係る海域の利用の促進に関する法律（平成三十年法律第八十九号）第二条第二項に規定する海洋

再生可能エネルギー発電設備をいう。）又は港湾区域に設置される再生可能エネルギー源（電気事業者

による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成二十三年法律第百八号）第二条第四項

に規定する再生可能エネルギー源をいう。第三十七条の三第一項において同じ。）の利用に資する施設

若しくは工作物（以下この項及び第五十五条の二第一項において「海洋再生可能エネルギー発電設備

等」という。）の設置及び維持管理に必要な人員及び物資の輸送の用に供され、又は供されることとな

る国土交通省令で定める規模その他の要件に該当する埠頭（以下「海洋再生可能エネルギー発電設備等

取扱埠頭」という。）を有する港湾のうち、当該港湾の利用状況その他の国土交通省令で定める事情を

勘案し、当該海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭を中核として海洋再生可能エネルギー発電

設備等の設置及び維持管理の円滑な実施の促進に資する当該港湾の効果的な利用の推進を図ることが

我が国の経済社会の健全な発展及び国民生活の安定向上のために特に重要なものを、海洋再生可能エ

ネルギー発電設備等拠点港湾として指定することができる。 
２～４ （略） 
 
 
港湾法施行規則（昭和二十六年運輸省令第九十八号）（抄） 
（法第二条の四第一項の国土交通省令で定める規模その他の要件） 
第一条の九 法第二条の四第一項の国土交通省令で定める規模その他の要件は、次の各号のいずれにも

該当するものであることとする。 
一 係留施設及び荷さばき施設について、海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維持管理に使

用することが予想される物資の組立て及び保管に対して必要な面積及び地盤の強度を有し、又は有す

ることが見込まれること。 
二 前号の物資の輸送の用に供される船舶において安全な荷役を行うのに必要な係留施設の構造の安定

が損なわれないよう、必要な措置が講じられ、又は講じられることが見込まれること。 
 
（法第二条の四第一項の国土交通省令で定める事情） 
第一条の十 法第二条の四第一項の国土交通省令で定める事情は、次に掲げるものとする。 
一 当該港湾の利用状況、当該港湾及びその周辺の海域における海洋再生可能エネルギー発電設備等の

出力の量の現況及び将来の見通しその他の事情に照らし、当該港湾が海洋再生可能エネルギー発電設

備等の設置及び維持管理のための拠点となるにふさわしいものであること。 
二 一以上の海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（平成三十

年法律第八十九号）第十条第一項の許可を受けた者が当該港湾を利用することが見込まれるものであ

ること。 
三 二以上の許可事業者（法第五十五条の二第一項に規定する許可事業者をいう。第十七条の十におい

て同じ。）が当該港湾を利用することが見込まれるものであること。 
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